参考２
ＮＨＫ及び在京キー５局の字幕拡充計画
１　字幕付与可能な放送時間に占める字幕放送時間の割合
日本放送協会 
平成20年度 53.3％　平成21年度 57％　平成22年度 62％　平成23年度 69％　 平成24年度 74％　 平成25年度 79％程度　平成26年度 84%程度　平成27年度 89％程度　平成28年度 94%程度　平成29年度 100％
日本テレビ放送網株式会社  
平成20年度 86.5％　平成21年度 87.8％　平成22年度 89.0％　平成23年度 90.3％　平成24年度 91.6％　平成25年度 92.8％　平成26年度 94.1％　 平成27年度 95.4％　平成28年度 96.7％　 平成29年度 100％
株式会社ＴＢＳテレビ
平成20年度 76.3％　平成21年度 79.1％　平成22年度 81.8％　平成23年度 84.2％　平成24年度 87.6％　平成25年度 90.3％　　平成26年度 93.1％　 平成27年度 94.7％　　平成28年度 97.4％　 平成29年度 100％
株式会社テレビ朝日
平成20年度 90.9％　平成21年度 91.6％　平成22年度 92.8％　平成23年度 93.5％　平成24年度 96.4％　平成25年度 96.8％　　平成26年度 97.2％　 平成27年度 97.8％　　平成28年度 98.5％　 平成29年度 100％
株式会社フジテレビジョン  
平成20年度 86.8％　平成21年度 88.2％　平成22年度 88.7％　平成23年度 91.3％　平成24年度 92.6％　平成25年度 93.7％　　平成26年度 94.8％　 平成27年度 96.8％　　平成28年度 98.9％　 平成29年度 100％
株式会社テレビ東京
平成20年度 81.4％　平成21年度 82.8％　平成22年度 84.2％　平成23年度 85.5％　平成24年度 86.9％　平成25年度 89.5％　　平成26年度 92.1％   平成27年度 94.8％　平成28年度 97.4％　平成29年度 100％
　
注１　 各社の字幕付与可能な放送時間（週）は、ＮＨＫ：７,０８０分、日本テレビ３,７８８．５分、ＴＢＳ：４,３９２分、 テレビ朝日：４,３８８分、フジテレビ：４,３５５分、テレビ東京：４,９８９分（７時から２４時までの１７時間は、１週間で ７,１４０分）。
注２　計画作成上、放送事業者の事情によらない突発的な事態が発生し、番組編成上の大きな変更があった場合は考慮していない。
２　総放送時間に占める字幕放送時間の割合
平成22年度まで、アナログ放送とデジタル放送で計画値が異なる場合、それぞれ計画値を記載。
日本放送協会 
平成20年度 49.8％　平成21年度 52％　　平成22年度 56％　　平成23年度 61％　　平成24年度 64％　　平成25年度 67％程度　平成26年度 71％程度　平成27年度 75％程度　平成28年度 78％程度　平成29年度 82％程度
日本テレビ放送網株式会社 
平成20年度 33.7％　平成21年度 34.9％　平成22年度 36.2％　平成23年度 37.4％　平成24年度 38.7％　平成25年度 39.9％　　平成26年度 41.2％　　平成27年度 42.4％　　平成28年度 43.7％　　平成29年度 49.6％
株式会社ＴＢＳテレビ 
平成20年度 43.9％　平成21年度 45.2％　平成22年度 46.3％　平成23年度 47.4％　平成24年度 48.9％　平成25年度 50.1％　平成26年度 51.3％　　平成27年度 52.4％　　平成28年度 53.9％　　平成29年度 55.0％
株式会社テレビ朝日 
平成20年度 アナログ41.4％　デジタル45.2％　平成21年度 アナログ41.7％　デジタル45.6％　平成22年度 アナログ42.3％　デジタル46.1％　平成23年度 46.4％　平成24年度 47.7％　平成25年度 47.9%　平成26年度 48.0％　平成27年度 48.3％　平成28年度 48.6％　平成29年度 49.3％
株式会社フジテレビジョン  
平成20年度 アナログ41.5％　デジタル47.8％　平成21年度 アナログ42.2％　デジタル48.5％　平成22年度 アナログ42.4％　デジタル48.7％　平成23年度 49.8％　平成24年度 50.3％　平成25年度 50.8%　平成26年度 51.3％　平成27年度 52.1％　平成28年度 53.1％　平成29年度 53.9％
株式会社テレビ東京 
 平成20年度 41.3％　平成21年度 42.0％　平成22年度 42.7％　平成23年度 43.4％　平成24年度 44.1％　平成25年度 45.4％　　平成26年度 46.7％　　平成27年度 48.0％　　平成28年度 49.4％　　平成29年度 51.0％
注　計画作成上、放送事業者の事情によらない突発的な事態が発生し、番組編成上の大きな変更があった場合は考慮していない。
以上
